
（様式①）

[こども青少年局] ６款２項３目 幼児教育費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

77
私立幼稚園等預かり保
育補助事業

3,885,528 2,930,090 3,815,848 2,925,129 69,680 4,961 ○

78
私立幼稚園等一時預か
り保育補助事業

198,046 104,698 217,768 99,772 ▲ 19,722 4,926

79
私立幼稚園２歳児受入
れ推進事業

127,820 50,424 107,458 55,211 20,362 ▲ 4,787 ○

80
私学助成幼稚園等に係
る施設等利用給付費

5,593,941 1,398,486 6,465,428 1,616,357 ▲ 871,487 ▲ 217,871

81
外国人学校幼稚部保護
者負担軽減補助事業

6,800 6,800 7,163 7,163 ▲ 363 ▲ 363

82

横浜市幼児を対象とし
た多様な集団活動事業
の利用支援事業

81,900 27,500 82,100 27,700 ▲ 200 ▲ 200

83
私立幼稚園等施設整備
費補助事業

30,000 30,000 30,000 30,000 0 0

84 私立幼稚園等補助事業 119,450 119,450 119,450 119,450 0 0

85
私立幼稚園研究・研修
補助事業

36,000 36,000 36,000 36,000 0 0

86
私立幼稚園等特別支援
教育費補助事業

64,400 64,400 47,400 47,400 17,000 17,000

87
幼稚園教諭等住居手当
補助事業

53,914 53,914 83,040 83,040 ▲ 29,126 ▲ 29,126 ○

88 事務経費 5,679 5,671 14,041 13,897 ▲ 8,362 ▲ 8,226

89

児童福祉施設等におけ
る感染症拡大防止対策
事業

102,723 34,257 27,900 9,300 74,823 24,957 ○

計 10,306,201 4,861,690 11,053,596 5,070,419 ▲ 747,395 ▲ 208,729

事　業　計　画　書　目　次

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度 増△減（４－３）
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり 萩谷　靖子

3,039,634 53,804 補助対象者の増

施設等利用給付費

事業スケジュール

・平成９年度：モデル実施
・平成12年度：本格実施
・平成22年度：平日型実施
・令和元年度：保護者負担額を無償化

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

運営費補助

課長 係長 幼児教育

細事業合計 3,885,528 3,815,848 69,680

3,093,438

実績 115,765 122,074

792,090 776,214 15,876 対象者の増

目標

実績

補助対象者数
単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　保育所等利用待機児童解消と多様な保育ニーズへの対応を図ることを目的とし、幼稚園・認定こども園の教育資源を活用し、満３歳
から５歳児(保育を必要とする園児)を対象とした長時間保育を実施する園に対し運営費を補助します。さらに実施時間を超えた延長保
育を行う園に対し、利用児童数に応じて加算を行います。
　さらに、令和元年10月から開始した幼児教育・保育の無償化に合わせ、３歳から５歳児及び満３歳児の非課税世帯の保護者負担を無
償とします。なお、満３歳児の課税世帯における預かり保育利用料は、子ども・子育て支援新制度における給付対象施設については、
応能負担(0～9,000円)とし、私学助成を受ける幼稚園については、一律上限9,000円とします。満３歳児の補助額は、預かり保育の運営
費補助から利用料の上限額を差し引いた額とします。
　認定こども園への移行を支援するため、国の「幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業」を活用し、認定こども園を目指
し、預かり保育の従事職員に全て有資格者を配置する園に対して運営費を加算するとともに、認定こども園に移行した園に対しても同
様の補助を行います。

根拠・データ等
・子ども・子育て支援事業計画における一時預かり事業・幼稚園（２号）量の見込みと確保方策（年間延べ利用者数）

＜計画値＞元年度1,011,470人、２年度1,306,372人、３年度1,333,674人、４年度1,360,976人

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 108,620 108,864 111,140 113,415 115,690 117,965 117,965

事業概要
　保育所等利用待機児童解消と多様な保育ニーズへの対応を図ることを目的とし、幼稚園・認定こども園の教育資源を活用して、３歳
から５歳児(保育を必要とする園児)を対象とした長時間保育に対し運営費等を補助します。

事業開始年度 平成9年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市私立幼稚園預かり保育事業実施要綱、横浜市特定教育・保育施設（幼稚園・認定こども園）預かり保育実施要綱等

決
算

2,933,477 3,751,351 4,197,875

2,788,348 3,337,395 3,680,607

4,047,113

2,616,772 2,725,396 2,844,985 2,982,483 3,044,018 3,042,972
予
算

2,798,237 3,399,976 3,785,301 3,969,393 4,047,828

0 4,961

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 69,680 35,629 29,090 0 0

2,486,886
令和３年度 3,815,848 605,595 285,124 2,925,129

単独事業 2,486,886

2,930,090
補助事業 1,398,642 641,224 314,214 443,204

令和４年度 3,885,528 641,224 314,214

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3

事業名称 私立幼稚園等預かり保育補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 6-2-3 3

事業区分

歳出予算科目 6 2

単位 目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-2-3 2

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称 私立幼稚園等一時預かり保育補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

104,698
補助事業 140,022 46,674 46,674 46,674

令和４年度 198,046 46,674 46,674

58,024
令和３年度 217,768 58,998 58,998 99,772

単独事業 58,024

0 4,926

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 19,722 △ 12,324 △ 12,324 0 0

203,449

32,265 36,644 57,760 105,410 106,113 106,113
予
算

96,791 109,934 173,274 200,726 203,449

事業概要
　地域での子育て支援の向上を図るため、在園児を対象に正規の教育時間前後及び休業日に預かり保育を実施する幼稚園・認定こども
園に対して、運営費を補助します。

事業開始年度 平成27年度

根拠法令・方針決裁等 一時預かり事業実施要綱、子ども・子育て支援交付金交付要綱、横浜市私立幼稚園等一時預かり保育事業補助金交付要綱

決
算

104,416 116,178 155,318

40,394 37,236 40,737

補助対象者数
単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　私立幼稚園等一時預かり保育補助事業は、子ども・子育て支援新制度における「地域子ども・子育て支援事業」の一つであり、利用
にあたって保護者の就労要件等は設けず、必要に応じて利用を可能とすることで、保護者の急な用事やリフレッシュなどの一時的な保
育ニーズに対応します。
　保護者の就労等により保育を必要とする園児を対象とした私立幼稚園等預かり保育補助事業と併せて実施することにより、多様な保
育ニーズに対応しています。

根拠・データ等
・子ども・子育て支援事業計画における一時預かり事業・幼稚園（１号）量の見込みと確保方策（年間延べ利用者数）

＜計画値＞元年度616,749人、２年度287,548人、３年度287,717人、４年度287,887人

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 136,037 154,325 161,481 85,929 88,417 89,661 89,661

実績 116,025 55,890

目標

実績

198,046

課長 係長 幼児教育

細事業合計 198,046 217,768 ▲ 19,722

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり 萩谷　靖子

217,768 ▲ 19,722 補助対象者の減

事業スケジュール
・事業開始：平成27年度
・就労支援型加算開始：令和２年度
・特別な支援を必要とする児童の単価新設：令和３年度

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

私立幼稚園等一時預かり保育補助事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり 木幡　香

72,458 20,362 実施園の増

開設準備費補助

事業スケジュール

・平成30年度　モデル実施開始（２園）（都筑区、瀬谷区）
・令和２年度　月額の運営費に変更し、開設準備費を１園当たり上限700万円まで増額
・令和３年度　新たに開始した６園を含む８園で事業実施（港南区、保土ケ谷区、旭区、磯子区、泉区、金沢区、都筑区、瀬谷区）

新規実施園を３園採択
・令和４年度　新規実施園を５園程度募集予定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

運営費補助（処遇改善補助含む）

課長 係長 幼児教育

細事業合計 127,820 107,458 20,362

92,820

実績 2.0 2.0

35,000 35,000 0

目標

実績

実施園数
(4月1日時点)

単位

園

事業目的・効果
(必要性)

　本事業は、幼稚園の教育・保育資源を活用することにより、多様な保育ニーズに応え、待機児童対策を推進することを目的としてい
ます。また、２歳児から小学校入学までを同一の園で過ごせることで、安定した環境の中で、子どもの育ちに応じた保育・教育を提供
します。
　補助金については、令和２年度から、月額の運営費に変更し、開設準備費についても１園当たり上限700万円まで増額しました。
１ 運営費
　 １人当たり小規模保育Ｂ型の公定価格（基本分単価）を基にした月額補助とし、安定的な運営を支援します。
　 国の施策に準じて、本事業に従事する保育士等の処遇改善のための経費を補助します。
２ 開設準備費（工事費、備品費等）
　 新規実施園に対し、事業の開始に係る開設準備費（7,000千円を上限）を補助し、 ２歳児の発育、発達を考慮した環境を
 確保します。

根拠・データ等

・運営費補助対象園数
＜実績推移＞元年度　２園、２年度　２園、３年度　８園、４年度　11園（見込）

・延べ利用回数
＜実績推移＞元年度　3,002回、２年度　2,940回、３年度　21,000回（見込）、４年度　26,400回（見込）

・新規実施園採択件数、開設準備費補助対象件数
＜実績推移＞元年度　０園、２年度　６園、３年度　３園、４年度　５園（見込）

・横浜市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けた利用ニーズ把握のための調査（30年度）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 7 7 8 11 16 21 26

事業概要 　私立幼稚園において、保護者の就労や介護等により、長時間保育を必要とする２歳児を受入れます。

事業開始年度 平成30年度

根拠法令・方針決裁等

・横浜市私立幼稚園２歳児受入れ推進事業補助金交付要綱
・一時預かり事業実施要綱
・子ども・子育て支援交付金交付要綱
・（参考）保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業実施要綱

決
算

8,322 7,391 55,979

6,533 2,699 48,940

249,856

35,240 41,336 55,122 102,195 123,193 144,192
予
算

65,720 84,008 107,369 167,219 208,537

0 △ 4,787

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 20,362 20,918 4,231 0 0

11,726
令和３年度 107,458 17,780 34,467 55,211

単独事業 11,726

50,424
補助事業 116,094 38,698 38,698 38,698

令和４年度 127,820 38,698 38,698

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3

事業名称 私立幼稚園２歳児受入れ推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　4

事業区分

歳出予算科目 6 2

単位 目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり 萩谷　靖子

6,465,428 ▲ 871,487
施設型給付を受ける幼稚園
等に移行するため。

事業スケジュール
・令和元年度：10月事業開始
・定例的な事業実施スケジュール

4月・10月：6か月分支給、8月・2月・3月：途中入園・転入者対応分支給

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

私学助成幼稚園等に係る施設等利用給
付費

課長 係長 幼児教育

細事業合計 5,593,941 6,465,428 ▲ 871,487

5,593,941

実績 25,964 22,893

目標

実績

確認を受けな
い幼稚園の利

用者数

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　利用者の経済的負担を軽減する少子化対策の一つとして、また生涯にわたる人格形成の基礎となる幼児教育について、子どもたちに
質の高い幼児教育の機会を保障することを目的として、幼稚園及び特別支援学校幼稚部における利用者負担額を無償化します。

根拠・データ等

・私学助成幼稚園等に係る施設等利用給付費対象園児数
＜実績推移＞元年度27,356人、２年度24,608人、３年度21,007人（見込み）、４年度18,608人（見込み）

・横浜市内の３～５歳の幼児数（３月31日現在）
＜実績推移＞元年度90,933人、２年度89,778人、３年度87,071人

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 30,227 25,938 21,007 18,608 17,238 15,481 15,481

事業概要
　幼稚園及び特別支援学校幼稚部における幼児教育に要した費用（保育料・入園料）について、世帯の状況にかかわらず、園児１人あ
たり月額25,700円を上限とした額を支給します。

事業開始年度 令和元年度

根拠法令・方針決裁等 子ども・子育て支援法、横浜市における私学助成幼稚園等に係る施設等利用費取扱要綱

決
算

4,065,249 5,860,974 7,387,131

2,986,381 2,194,807 1,842,143

4,653,902

3,118,753 2,424,471 1,883,960 1,295,523 1,163,476 1,163,476
予
算

4,211,649 6,145,348 7,535,840 5,182,092 4,653,902

0 △ 217,871

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 871,487 △ 435,744 △ 217,872 0 0

0
令和３年度 6,465,428 3,232,714 1,616,357 1,616,357

単独事業

1,398,486
補助事業 5,593,941 2,796,970 1,398,485 1,398,486

令和４年度 5,593,941 2,796,970 1,398,485

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3

事業名称 私学助成幼稚園等に係る施設等利用給付費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 149 135

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　1

事業区分

歳出予算科目 6 2

私学助成幼稚
園数

単位

園

目標 149 135 120 116 111 109 109
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 真舘　裕子 柘植　慎一郎 宮本　英知

7,163 ▲ 363 補助対象人数の減

事業スケジュール ・平成６年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

外国人学校幼稚部保護者負担軽減補助

課長 係長 運営・指導

細事業合計 6,800 7,163 ▲ 363

6,800

実績 246 114

目標

実績

助成件数
単位

人

事業目的・効果
(必要性)

外国人学校幼稚部に在籍する園児の保護者の経済的負担を軽減し、安定的に幼児教育の振興及び提供を行います。

根拠・データ等 過年度の交付実績及び途中入退園の見込み

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 93 70 141 131 131 131 131

事業概要

外国人学校幼稚部に在籍する園児の保護者に対し補助金を交付します。

《補助対象》
学校教育法に基づき、認可を受けた各種学校のうち外国人を対象として教育を行う学校で、交付要綱別表に定める基準に該当する施設
（令和２年度実績：９施設、令和３年度予算：４施設、令和４年度予算：４施設）に在籍する園児。

《補助内容》
補助単価　第１子　48,000円，第２子　80,000円，第３子　112,000円

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等 地方自治法232条の２　横浜市外国人学校幼稚部保護者負担軽減補助金交付要綱

決
算

10,584 11,254 5,159

10,584 11,254 5,159

6,800

4,768 4,046 3,116 6,800 6,800 6,800
予
算

4,768 4,046 3,116 6,800 6,800

0 △ 363

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 363 0 0 0 0

6,800
令和３年度 7,163 0 0 0 0 7,163

単独事業 6,800

0 6,800
補助事業 0

令和４年度 6,800 0 0 0

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3

事業名称 外国人学校幼稚部保護者負担軽減補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 2

単位 目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称
横浜市幼児を対象とした多様な集団活動事業の利用
支援事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

0 27,500
補助事業 81,600 27,200 27,200 27,200

令和４年度 81,900 27,200 27,200 0

300
令和３年度 82,100 27,200 27,200 0 0 27,700

単独事業 300

0 △ 200

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 200 0 0 0 0

81,900

－ － － 27,500 27,500 27,500
予
算

－ － － 81,900 81,900

事業概要
一定の基準を満たす、幼児を対象とした多様な集団活動を利用する保護者の経済的負担を軽減する観点から、幼児教育・保育無償化の給
付を受けていない保護者にその利用料の一部を給付します。

事業開始年度 令和３年度

根拠法令・方針決裁等 子ども・子育て支援法

決
算

－ － －

－ － －

給付件数
単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　幼児教育・保育無償化の対象施設は、国の検討を受け、幼児教育の質が制度的に担保されている認可施設である、幼稚園・保育所・認
定こども園となっています。また、認可外保育施設については、待機児童問題により、認可保育所に入りたくても入れず、やむを得ず認
可外保育施設等を利用せざるを得ない子どもがいることから、代替的な措置として、保育の必要性があると認定された子どもたちの保育
料に限り、無償化の対象となりました。
　一方、無認可の幼稚園（いわゆる幼稚園類似施設）等、地域で多様な集団活動を実施している施設を利用する保護者（認可外保育施設
の場合、保育の必要性のない保護者）は、幼児教育・保育無償化の対象外となっています。
　このような背景から、令和３年度国予算案に、地域子ども・子育て支援事業の多様な事業者の参入促進・能力活用事業のうち、「地域
における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援」が創設されました。
　本市においても、対象となる施設・事業者があることから、国の事業に基づき、利用支援を実施します。

根拠・データ等 地域における小学校就学前の子供を対象とした多様な集団活動等への支援の在り方に関する調査事業（令和２年度文科省より受託）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 － － 340 340 340 340 340

実績 － －

目標

実績

81,900

課長 係長 運営・指導

細事業合計 81,900 82,100 ▲ 200

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 真舘　裕子 柘植　慎一郎 宮本　英知

82,100 ▲ 200 需用費の減

事業スケジュール ・令和３年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

横浜市幼児を対象とした多様な集団活
動事業の利用支援
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(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　5

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称 私立幼稚園等施設整備費補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

30,000
補助事業 0

令和４年度 30,000

30,000
令和３年度 30,000 30,000

単独事業 30,000

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

30,000

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000
予
算

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

事業概要
　市内の既設幼稚園及び認定こども園の園舎の修繕に要する経費を一部を補助することにより、幼児教育の機会均等に寄与するととも
に、良好な教育環境を維持し、幼児教育の振興を図ることを目的とします。

事業開始年度 平成５年度

根拠法令・方針決裁等 　横浜市私立幼稚園等施設整備費補助金交付要綱

決
算

25,000 29,000 28,000

25,000 29,000 28,000

補助対象
単位

園

事業目的・効果
(必要性)

　幼稚園・認定こども園の良好な教育・保育環境を確保するため、１件200万円以上の修繕工事について、補助対象の１／２以内かつ100
万円を上限に補助します。ただし、横浜市型預かり保育実施園等を優先的に補助します。
 老朽化した園舎の修繕を行うことにより、良好な教育環境の維持が図られ、良好な教育環境を維持します。

　【事業内容の内訳】
①新築・改築

新築・改築を予算計上せず。
②大規模修繕

補助単価と対象園数
1,000千円×30園＝30,000千円

根拠・データ等

過年度の交付実績
　30年度　応募54園　実績25園　25,000千円
　元年度　応募55園　実績29園　29,000千円
　２年度　応募59園　実績28園　28,000千円

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 30 30 30 30 30 30 30

実績 29 28

目標

実績

30,000

課長 係長 幼児教育

細事業合計 30,000 30,000 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 永島　しおり 和田　宣行

30,000 0

事業スケジュール

年間事業スケジュール
　７月 申請受付
　８月～　　審査
　補助金が確定したものから随時補助金交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

私立幼稚園等施設整備費補助事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

防災備蓄補助
助成園数

単位

園

目標 5 2 2 2 2 2 2

実績 6 8

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　6

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称 私立幼稚園等補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

119,450
補助事業 0

令和４年度 119,450

119,450
令和３年度 119,450 119,450

単独事業 119,450

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

119,450

126,500 119,750 119,450 119,450 119,450 119,450
予
算

126,500 119,750 119,450 119,450 119,450

事業概要
　私立幼稚園及び認定こども園に対し、施設・設備の整備等の経費の補助を行うことにより、教育条件の維持及び向上を図り、もって幼
児教育の健全な発展に役立てます。
　平成24年度から横浜市認定の私立幼稚園等預かり保育事業実施園を対象とした防災備蓄補助を行っています。

事業開始年度 昭和26年度

根拠法令・方針決裁等 　私立幼稚園振興助成法　　学校法人の助成に関する条例　　横浜市私立幼稚園等補助金交付要綱

決
算

126,476 119,838 119,450

126,476 119,838 119,450

通常補助
助成園数

単位

園

事業目的・効果
(必要性)

①通常補助
市内全園を対象（平均補助単価450千円）

②防災備蓄補助
横浜市私立幼稚園等預かり保育事業の新規認定園を対象（補助単価100千円）

　横浜市内の幼稚園・認定こども園はすべて私立であり、教育条件の維持及び向上を図り、幼児教育の健全な発展のために必要な事業と
なっている。
　市内私立幼稚園、認定こども園の95パーセントが私立幼稚園等補助金を申請しており、市内私立幼稚園、認定こども園と横浜市とを結
ぶ重要な役割を果たしている。

根拠・データ等

過年度の交付実績
　通常補助　元年度　265園　119,247千円　２年度　265園　118,650千円　３年度　265園　119,250千円（見込み）
　防災備蓄　元年度　　6園  　  591千円　２年度　　8園　　  800千円　３年度    2園　　　200千円（見込み）

計　元年度　265園　119,838千円　２年度　265園　119,450千円　３年度　265園　119,450千円（見込み）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 265 265 265 265 265 265 265

実績 265 271

200 200 0

目標

実績

119,250

課長 係長 幼児教育

細事業合計 119,450 119,450 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 永島　しおり 和田　宣行

119,250 0

防災備蓄補助

事業スケジュール

年間事業スケジュール
　７月　　　申請受付
　８～12月　審査
　１月 交付決定
　２月 補助金交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

通常補助

84



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　7

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称 私立幼稚園研究・研修補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

36,000
補助事業 0

令和４年度 36,000

36,000
令和３年度 36,000 36,000

単独事業 36,000

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

36,000

36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000
予
算

36,000 36,000 36,000 36,000 36,000

事業概要
　公益社団法人横浜市幼稚園協会が行う研究・研修事業等に対し補助を行い、幼児教育に関する調査研究、子育て相談、幼稚園教育の
広報活動等、教職員の資質向上及び市内幼稚園教育の発展を図っています。

事業開始年度 昭和37年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市私立幼稚園研究・研修補助金交付要綱

決
算

36,000 36,000 36,000

36,000 36,000 36,000

研修等の
実施回数

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

　本市における幼稚園教育の振興及び幼児教育の健全な発展を図るため、公益社団法人横浜市幼稚園協会が実施する幼稚園教職員の研
修・研究事業、父母組織の活動強化費等を助成します。
　本補助事業を実施することにより、幼児教育に関する調査研究及び教職員の資質向上を図り、市内における幼児教育の充実及び幼稚
園教育の振興に寄与します。

根拠・データ等

補助金交付実績
＜補助額＞
　令和２年度：36,000千円　令和元年度：36,000千円　平成30年度：36,000千円　平成29年度：36,000千円
＜決算額＞
　令和２年度：36,000千円　令和元年度：36,000千円　平成30年度：36,000千円　平成29年度：36,000千円
＜補助対象事業＞
・幼児教育についての調査・研究事業
・幼児教育に関わる研修・講演会の開催、子育て保護者への講演会等
・子ども・子育てについての情報発信、子育て相談、その他地域子育て支援事業

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 300 300 300 300 300 300 300

実績 335 112

目標

実績

36,000

課長 係長 幼児教育

細事業合計 36,000 36,000 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり ⽊幡 ⾹

36,000 0

事業スケジュール 補助対象団体が提出した年間事業計画に合わせて、年10回に分けて支出

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

私立幼稚園研究・研修補助事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

千円

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　8

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称 私立幼稚園等特別支援教育費補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

64,400
補助事業 0

令和４年度 64,400

64,400
令和３年度 47,400 47,400

単独事業 64,400

0 17,000

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 17,000 0 0 0 0

64,400

83,600 71,000 54,800 64,400 64,400 64,400
予
算

83,600 71,000 54,800 64,400 64,400

事業概要
　私学助成を受ける幼稚園及び類似幼児施設に在園している障害児に対する教育が、障害の種類・程度などに応じて適切に行われるよ
う、その経費の一部を設置者に補助し、障害児の教育に役立てます。

事業開始年度 昭和54年度

根拠法令・方針決裁等 　横浜市私立幼稚園特別支援教育費補助金交付要綱、横浜市幼稚園類似幼児施設特別支援教育費補助金交付要綱

決
算

153,500 136,000 120,000

153,500 136,000 120,000

交付園児数
単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　私学助成を受ける幼稚園及び幼稚園類似幼児施設(以下「私立幼稚園等」という)に在園している障害児が、障害の種類・程度などに応
じた教育を受けることで、私立幼稚園等の教育条件の維持及び向上を図るとともに、園児の健全な発達の促進に寄与しており、必要な事
業となっている。

<補助単価>　一人当たり20万円（上限）
<補助対象>　障害児が在園し、私学助成を受ける私立幼稚園及び幼稚園類似幼児施設

根拠・データ等

過年度の交付実績
　幼稚園等　元年度　677人　135,400千円　２年度　597人　119,400千円　３年度　234人　46,800千円（見込み）
　類似施設　元年度　　3人  　  600千円　２年度　　3人　　  600千円　３年度    3人　　 600千円（見込み）

計　元年度　680人　136,000千円　２年度　600人　120,000千円　３年度　237人　47,400千円（見込み）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 355 274 237 322 322 322 322

実績 680 600

目標

実績

64,400

課長 係長 幼児教育

細事業合計 64,400 47,400 17,000

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 永島　しおり 和田　宣行

47,400 17,000 申請園児数の増

事業スケジュール

年間事業スケジュール
　９月 申請受付
　10月～　　審査
　１月 検討会
　２月 交付決定
　３月 交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

私立幼稚園等特別支援教育費補助事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり 萩谷　靖子

83,040 ▲ 29,126
交付実績に基づく見直し
による減

事業スケジュール
・令和２年度：事業開始
・定例的な事業実施スケジュール

７月：交付申請、11月：交付決定、４月：実績報告、５月：補助金交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

幼稚園教諭等住居手当補助事業

課長 係長 幼児教育係

細事業合計 53,914 83,040 ▲ 29,126

53,914

実績 － 194

目標

実績

補助対象幼稚
園教諭等数

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　保育人材確保が問題視されている中で、保育所等にのみ宿舎借り上げ支援事業が実施され、待機児童対策に貢献している幼稚園が保
育者の採用に不利な状況であったことから、保育所等と幼稚園の事業者間の公平性を考慮し、待機児童対策として「保育の必要性のあ
る園児」を受け入れる「私立幼稚園等預かり保育補助事業」又は「私立幼稚園２歳児受入れ推進事業」を実施している幼稚園に対し、
幼稚園教諭等への住居手当の一部を補助することで、幼稚園教諭等の人材の確保、定着及び離職防止を図るとともに、幼稚園における
預かり保育を推進します。

根拠・データ等

・私立幼稚園等預かり保育事業補助事業の補助対象者数
＜実績推移＞元年度115,765人、２年度122,074人、３年度111,140人（見込）、４年度113,415人（見込）

・私立幼稚園２歳児受入れ推進事業の補助対象者数（年間延べ）
＜実績推移＞元年度3,049人、２年度2,940人、３年度21,000人（見込）、４年度26,400人（見込）

・私立幼稚園等預かり保育補助事業又は２歳児受入れ推進事業を実施する幼稚園数
＜実績推移＞元年度146園、２年度147園、３年度154園（見込）、４年度152園（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 － 314 346 416 418 431 428

事業概要

　待機児童対策として「保育の必要性のある園児」を受け入れる「私立幼稚園等預かり保育補助事業」又は「私立幼稚園２歳児受入れ
推進事業」を実施している幼稚園に対し、保育者として従事する幼稚園教諭等が賃貸住宅に居住し、幼稚園が当該職員に対し住居手当
を支給している場合に、その一部を補助します。
　住居手当の一部を補助することにより、幼稚園教諭等の人材確保を支援し、横浜市の待機児童対策を推進します。

事業開始年度 令和２年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市幼稚園教諭等住居手当補助金交付要綱

決
算

－ － 20,432

－ － 20,432

55,469

－ － 75,360 54,173 55,858 55,469
予
算

－ － 75,360 54,173 55,858

0 △ 29,126

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 29,126 0 0 0 0

53,914
令和３年度 83,040 83,040

単独事業 53,914

53,914
補助事業 0

令和４年度 53,914

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3

事業名称 幼稚園教諭等住居手当補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 － 67

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 6-2-3　9

事業区分

歳出予算科目 6 2

申請園数
単位

園

目標 － 68 73 87 89 92 90
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 永島　しおり 佐々木　玲

14,041 ▲ 8,362 機構改革による減

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

事務経費

課長 係長 運営・指導

細事業合計 5,679 14,041 ▲ 8,362

5,679

実績

目標

実績

単位

事業目的・効果
(必要性)

次の事業等の実施に伴う事務経費を執行し、事業の適正な執行や事務の効率化を図ります。
（1）私立幼稚園等預かり保育事業
（2）私立幼稚園等一時預かり保育事業
（3）私立幼稚園２歳児受入れ推進事業
（4）私学助成幼稚園等に係る施設等利用給付費
（5）私立幼稚園等補助事業
（6）私立幼稚園等特別支援教育費補助事業
（7）私立幼稚園等施設整備費補助事業
（8）私立幼稚園研究・研修補助事業
（9）幼稚園教諭等住居手当補助事業
（10）その他保育・教育運営課幼児教育係事業

根拠・データ等

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

事業概要 幼児教育に係る補助事業等の実施に伴い、経常的に発生する経費について執行します。

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等

決
算

19,510 19,443 15,029

19,492 17,820 12,386

5,679

18,481 19,337 15,811 5,679 5,679 5,679
予
算

18,515 36,701 15,827 5,679 5,679

0 △ 8,226

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 8,362 0 0 △ 136 0

5,671
令和３年度 14,041 144 13,897

単独事業 5,679 8

5,671
補助事業 0

令和４年度 5,679 8

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3

事業名称 事務経費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 2

単位 目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

２歳児
受入れ推進
交付施設数

単位

園

目標 10 12 11

実績 4

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 保育・教育運営
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 2 3

事業名称 児童福祉施設等における感染症拡大防止対策事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

34,257
補助事業 102,700 34,233 34,233 34,234

令和４年度 102,723 34,233 34,233

23
令和３年度 27,900 9,300 9,300 9,300

単独事業 23

0 24,957

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 74,823 24,933 24,933 0 0

0

0 0 0 0 0 0
予
算

0 0 0 0 0

事業概要
　児童福祉施設等（幼稚園）は感染症のリスクが継続する中で、適切な防止対策を行った上で事業を継続することが求められてることか
ら、感染防止に資する物品購入等や簡易な改修に対する経費に加えて、施設職員が感染症対策の徹底を図りながら施設運営できるよう必
要な経費を補助します。

事業開始年度 令和２年度

根拠法令・方針決裁等 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（児童福祉施設等分）実施要綱

決
算

0 0 40,750

0 0 ▲ 6,150

幼稚園
一時預かり
交付施設数

単位

園

事業目的・効果
(必要性)

①対象施設・事業
私立幼稚園等一時預かり保育事業、２歳児受入れ推進事業

②対象経費
a　感染防止に資する衛生用品や備品購入費、感染対策に関する研修受講経費、感染症対策に関する業務の実施に伴う職員へ
　の手当等のかかり増し経費等
b  感染症対策を目的とした簡易な改修にかかる経費

③令和４年度実施内容と期待される効果
児童福祉施設等（幼稚園）における感染拡大を防止する観点から、マスクや消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品

の購入等に対する支援を行うとともに、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施していくために必要な経
費を支援することにより、児童福祉施設等（幼稚園）における継続的な事業実施に向けた環境整備を図ることができます。

根拠・データ等

対象園数（見込み）
令和３年度 令和４年度

＜a＞
　　幼稚園一時預かり 81園 68園
　　２歳児受入れ推進 12園 11園
＜b＞
　  幼稚園一時預かり 68園
　　２歳児受入れ推進 11園

※令和４年度は認定こども園は、２目「児童福祉施設等における感染症拡大防止対策事業」に計上

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 169 81 68

実績 135

79,000 0 79,000 新規のため

目標

実績

23,723

課長 係長 幼児教育

細事業合計 102,723 27,900 74,823

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 永島　しおり 和田　宣行

27,900 ▲ 4,177 認定こども園は別事業に計上

児童福祉施設等における感染症拡大防止対策事
業（簡易な改修）（幼稚園）

事業スケジュール

年間事業スケジュール
　７月 申請受付開始
　１月 申請受付終了
　受付後、随時交付決定、補助金交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

児童福祉施設等における感染症拡大防
止対策事業
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